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日本地基準地震動と超過確率と安全
雷学会
の 概要増田徹

組織.1陛轆
委員会震駆蕊綴2頚慧濤藩辮蕊W欝需語P強震動観測事実とを鱸らし合わせて，基準地
規則（1）基準地震動を超える揺れの年確率の計算値はほとんどの原子力発電所で'～'0万分の一程度,場所によっては1～100万分の1であった．

篝暴(2蟻辮蕊溌蕊驫語り鰯鬮獺謎欝塁睾羅妻篭騨蟄灘誤りが
罐玉頚塞,葵章蛎撫紐雛蕊鞠誌蕊萱鐵譜蕊識;瀦頚巽暮翰
定根拠に対して吟味をおこなっている.そして,基準地震動の設定は科学的成果を越えた社会的判断による想定

蕊太墓誌鱗侭習奮蔓鋒鋳壗劉稟壜濡灘勇撚艫雲駕鰯篭瀦説
室て稀にではあるが発生する可能性があり,施設に大きな影響を与える恐れがあると想定される揺れの強さ｣とさ

糯旦雛鹿弾識､豐蕊議塩溌職繍蕊軍籍繼濯鰡雛舗蕊也
一震学知見に基づいて考察したところを述べさせていただく．

瀧2耀鵜蝋場所に関して現在までに得られた地震学的知見,ま‘次のように整理することができよう
魁 (A)一定領域内の一定規模以上の地震は一定期間内に有限個発生し,一つの地震の発生と次の地震の発生

詮宣鑑稟篁雛含難襲綴域溌墓壺壹捌瘻染鑪墜簾驚竺星礁擬鬘難毫
の期間は,長いことも短いこともあり発生間隔には大きな幅がある.地震発生時期に周期的特性が備わっ

公募二 ているとは言えない．
助成(B)地震の発生場所は常に予め特定できるとは言えない.プレート境界地震はほぼ同じ領域を震源域として発

謡鍾蕊鑿窺灘騨鰈蠕聴潔鰯輔瀞雛紫
皇囚(C)これまでに蓄積された利用可能な観測結果或いは記録は,一定領域内における地震発生の統計的特徴
入会案を明らかにするほど充分に長い期間のものではない

霧‘蕊瀧鶴蕊妻ま､前節に整理された条件(C)のもと特徴(A)及び(B)をもつ地震発生の事例から計
ﾒｰﾘ議型雲,李禦藻屑鱸i鯉聖篭篭?逵熱削藩註雲購離鰯鰯雲幽姪hj蕊蠅製季
梁蔓鰔駕撫臘額懸継雷熟漉菌涛霞塁繍赫認壼署蕊勝E
－のことから,基準地震動は各原子力発電所でそれぞれ異なる値となった(浜田,2013)．一方,規模の大きな地

雛:鱗難善鵜驫灘蕊蕊欝蕊識霧
ね竺圭で発生した大地震は大きな影響を及ぼす.この事情を物語るものが,浜田(2013)に示された柏崎刈羽発電所

薑準薫識職謹難轤驍灘蕊灘騨星灘篝霧撫鬘

蕊蕊篭蕊蕊蕊鑿籍蕊蕊慧蕊鍵
EAgなく,両者成り立つところが地震発生の自然というべきであろう.観測事実は科学にとって貴重な資料である

蕾霊轤翰鰐雲霞撫鍵鶴熟議霧鱈鑿議鑿駕篭
準地震動と超過確率を結びつけた方針そのものではないであろうか．

4.安全
基準地震動の効用は,原子力発電所施設にその大きさの揺れに対する耐力を持たせるだけである襲い来
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る揺れが基準地震動を超え,あるいは超えていなくとも,施設に損傷が生じる可能性は否定されない･地震や
津波により生じる損傷と,それにより数十年以上にわたり引き起こされる損傷と災害の連鎖に対する対策こそ
が,制御不能施設を増やさない条件であることは言うまでもなかろう.まさか基準地震動に対する耐力を満たし
ていることだけを条件に安全審査がなされているわけではないであろう.地震学的知見は,観測記録の解析か
らは評価地点に影響する地震の発生する時期と場所及び規模を正確に予測することは困難であることを示して

學糊藷護誇雛鰡蕊謡蕊宅舗灘竺胤乏巽溌篭識5擬請掴妻蕊

鶴難鍛溌鶴篝潅篭菫繍蕊鶏躍蕊篝競
学者はこのことを明確に認識すぺきであり,社会に対して説明責任を負うことは浜田(2013)で指摘されていると

撫霊塞謹麟蕊麗需職掌濃議蕊蕊蕊鑿緬蕊罰譜驍と鵡懸のよ
（2013)で指摘されたとおりである．
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